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徳島県情報公開審査会答申第２２４号

第１ 審査会の結論

徳島県知事の決定は，妥当である。

第２ 諮問事案の概要

１ 公文書公開請求

平成２９年４月２８日，審査請求人は，徳島県情報公開条例（平成１３年徳島県条

例第１号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定に基づき，徳島県知事（以下

「実施機関」という。）に対し，「土地改良区に係る財産及び処分に関する報告及び伺

い書類。産業交流部阿南」の公文書公開請求（以下「本件請求」という。）を行った。

２ 実施機関の決定

平成２９年５月１０日，実施機関は，本件請求に対して「公開請求に係る公文書を

保有していない」ことを理由とする公文書公開請求拒否決定処分（以下「本件処分」

という。）を行い，審査請求人に通知した。

３ 審査請求

平成２９年５月１２日，審査請求人は，本件処分を不服として，行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づき，実施機関に対して，審査請求を行っ

た。

４ 諮問

平成３０年２月２日，実施機関は，徳島県情報公開審査会（以下「当審査会」とい

う。）に対して，当該審査請求につき諮問（以下「本件事案」という。）を行った。

第３ 審査請求人の主張要旨

１ 審査請求の趣旨

速やかな開示を求める。

２ 審査請求の理由

公文書請求の中で添付した書類であり，その資料が指導監督する課にないとはおか

しく，全て公開すべきである。これら隠す行為は，正に枉法行為そのものである。
お う

第４ 実施機関の説明要旨

実施機関から提出された弁明書及び当審査会における口頭理由説明によると，本件

処分の理由は，おおむね次のとおりである。

(1) 本件請求の対象公文書
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審査請求人は，公文書公開請求では，本件請求を「土地改良区に係る財産及び

処分に関する報告及び伺い書類」と記載している。実施機関は，審査請求人が本

件請求で公開請求した文書が包括的で漠然としたものであったので，審査請求人

が公開請求をしたときに審査請求人から聞き取った内容から「土地改良区から県

南部総合県民局産業交流部(阿南)（以下「産業交流部(阿南)」という。」）に対し

て提出された，土地改良区の滞納処分に関する報告書」と特定した。しかしなが

ら，公文書公開請求書の「公文書の件名」欄の記載内容を特定後の文書に補正す

るなどはしていない。

(2) 本件処分の理由

産業交流部(阿南)では，土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３９条第５

項に基づき，土地改良区から産業交流部(阿南)へ滞納処分の認可申請がされた場合

に申請の認可を行うという業務を行っている。

しかし，滞納処分の認可をした後に土地改良区が滞納処分を行った場合に土地改

良区から滞納処分について報告を受けるという業務は，土地改良法等に規定がない

ため行っていない。そのため，本件請求の対象と特定した，土地改良区から産業交

流部(阿南)へ提出された，土地改良区の滞納処分に関する報告書は保有していない。

第５ 審査会の処理経過

本件事案に係る当審査会の処理経過は，次のとおりである。

年 月 日 内 容

平成３０年２月２日 諮問

令和４年２月２８日 審議（第１９０回審査会）

同 年 ４ 月 １ ８ 日 実施機関からの口頭理由説明，審議（第１９２回審査会）

同 年 ５ 月 ２ ３ 日 審議（第１９３回審査会）

同 年 ６ 月 １ ３ 日 審議（第１９４回審査会）

第６ 審査会の判断

当審査会は，本件事案について審査した結果，次のとおり判断する。

１ 本件請求に係る公文書の特定について

本件請求の対象は「土地改良区に係る財産及び処分に関する報告及び伺い書類」と

なっており，年度やどの土地改良区かの限定もなく包括的な内容となっている。

これに対して，実施機関は「公開請求に係る公文書を保有していない」として本件

処分を行っているが，弁明書において，本件請求に係る公文書を「土地改良区から産

業交流部(阿南)に対して提出された，土地改良区の滞納処分に関する報告書」と特定
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したとしており，このような特定に至った経緯については本件請求がなされたときに

審査請求人から聞き取った内容に基づいていると主張しているので，本件請求に係る

公文書の特定について検討する。

実施機関は，土地改良法に基づき土地改良区に対する指導･監督を行うとともに，

同法に基づく土地改良事業を自ら施行する等の事務・事業を行っている。このうち土

地改良区に対する指導･監督においては，役員の就退任，定款の変更等に係る事務，

土地改良区に対する法人検査等と言った土地改良区の組織・運営に関する事務を行っ

ており，また，土地改良区が実施する土地改良事業に関する認可等の事務を主に行っ

ていると土地改良法その他の規程から認められる。しかしながら，「土地改良区に係

る財産及び処分」に関する事務･事業をふだんから行っているとは見受けられない。

土地改良区は，土地改良法に基づき設立され，実施機関が指導･監督する権限を有す

るものではあるが，自律した法人であり，その財産の管理・処分等について法令に特

別の定めがない限り実施機関が届出・報告等を義務づけたり，規制したりすることは

予定されていないと解される。

このことを踏まえれば，実施機関が本件請求の「土地改良区に係る財産及び処分」

に該当するものとして土地改良法に規定されている「滞納処分」に関するものを想起

し，公開請求時に審査請求人から聞き取った内容を基に，本件請求に係る公文書とし

て「滞納処分に関する報告書」と特定したとしても，あながち不合理とまでは言えな

い。

２ 本件対象文書の保有の有無について

実施機関によると，産業交流部(阿南)において滞納処分の認可に係る事務は行っ

ているが，報告を受けることはないため，報告に係る文書を保有していないとのこ

とであった。

この点について，土地改良法その他の関係法令を見ても滞納処分に関して土地改

良区から報告を受けることはないという実施機関の主張に相違するところはないと

認められる。

３ 本件処分の妥当性

以上のことから，実施機関が本件請求に係る公文書として「滞納処分に関する報告

書」と特定したことは不合理とまでは言えず，滞納処分に関する報告を受ける事務は

行っていないことから本件請求に係る公文書を保有していないという実施機関の主張

も適当と認められることから，本件請求を拒否した実施機関の決定は妥当であると判

断する。

４ 付言

実施機関は弁明書において，本件請求の対象文書を審査請求人が公開請求したとき

に審査請求人から聞き取った内容から「土地改良区から産業交流部(阿南)に対して提
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出された，土地改良区の滞納処分に関する報告書」と特定したとしているが，請求書

の記載内容の補正は行っていなかった。

請求者は，実施機関がどのような文書を保有しているか分からずに一般的，包括的

な表現により公文書の公開を求めることがあるので，実施機関においては対象公文書

の特定において遺漏がないよう請求者に対して情報提供，請求内容の確認，請求書の

記載の補正を求めること等の対応を必要に応じてすべきである。

この点について，実施機関の請求受付時の対応及び弁明書の説明は十分なものとは

言えない。

今後，実施機関においては，一般的，包括的な内容の公文書の公開請求があった場

合には，対象公文書の特定において遺漏・齟齬がないよう，請求受付時の対応，処分

の理由説明をより丁寧に行うことを望む。
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